
-1-

資料１



-2-



-3-



-4-



-5-



1

国民健康保険広域化後の保険税について

１．平成３０年度国保収支状況（仮算定国保事業費納付金による決算見込み）

①本市の現行保険税率と仮算定標準保険税率

国保事業費納付金の減額により標準保険税率は現行税率よりも低くなっています。

②国保事業費納付金

③国保事業費納付金と運営必要額

保険税収と基盤安定繰入金で賄うべき支出は、国保事業費納付金の他、過年度保険税

還付金、葬祭費他と国・県･社会保険の返還金となります。

＊平成３０年度は、平成２９年度の清算で国、県、退職者医療への返還金が発生するこ

とが予想され、次の表から返還金額を９７００万円と見込みました。

○国庫支出金・県支出金・退職者医療費交付金返還金の推移

④充当財源

③の国保運営必要額の充当財源は、保険税収（滞納繰越分含）・基盤安定繰入金

・延滞金他となります。

本市現行保険税率 本市標準保険税率

医療分 所得割

資産割

均等割

平等割

６．９０％

２０．００％

１９，５００円

１６，０００円

７．０１％

１７．８８％

１８，５６１円

１５，１００円

後期高齢者支援金分 所得割

均等割

２．９０％

９，９００円

２．９０％

９，１５３円

介護納付金分 所得割

均等割

２．７０％

１２，４００円

２．４３％

１０，１６５円

Ａ 本来の国保事業費納付金 ２１億８８００万円

Ａ’ 平成 30年度国保事業費納付金

２１億７００万円

Ｂ 激変緩和額

ー３５百万円

Ｃ 前期清算額

ー４６百万円

Ｆ 平成 30年度 国保運営必要額 ２２億２９００万円

Ａ’ 平成 30年度国保事業費納付金

２１億７百万円

Ｄ 葬祭還付他

２５百万円

Ｅ 国等返還金

９７百万円

Ｈ２９ Ｈ２８ Ｈ２７ Ｈ２６ Ｈ２５ 平均額

返還金 106,370,238 7,941,831 143,723,403 91,174,492 136,771,171 97,196,227
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Ａ現行税率での見込額（決算見込み）

Ｂ標準税率での見込額（決算見込み）

⑤国保必要額と充当財源の収支

Ａ現行税率の場合 ④－③ ＝△３，３００万円

Ｂ標準税率の場合 ④－③ ＝△９，７００万円

平成３０年度の決算見込みで考えた場合、現行税率でも３，３００万円の赤字が見込ま

れ、標準税率を採用すると９，７００万円の赤字が見込まれます。

２．平成３１年度国保収支状況（本来必要な国保事業費納付金の決算見込み）

①平成３１年度国保事業費納付金額

今回の仮算定国保事業費納付金では、本来必要な国保事業費納付金から激変緩和額が

減額され、さらに平成２８年度の前期高齢者交付金の清算金が減額されています。この

減額分の内、前期高齢者交付金清算金は平成３０年度単年度の減額で、激変緩和額につ

いても平成３１年度以降も対象となるかは不明であることから、３１年度は納付金が最

大８１００万円増額になることが想定があります。

②国保事業費納付金と運営必要額

＊平成３１年度は国等への返還金はありません。

＊国保納付金は平成３０年度の納付金額で積算しています。

③充当財源

Ａ現行税率での見込額（決算見込み）

充当財源 ２１億９６００万円

現行保険税収（滞繰含）

１８億６８百万円

基盤安定繰入金

３億２１百万円

延滞金他

７百万円

充当財源 ２１億３２００万円

標準保険税収（滞繰含）

１８億４百万円

基盤安定繰入金

３億２１百万円

延滞金他

７百万円

Ａ 平成３１年度本庄市国保事業費納付金（本来納付金額）

２１億８８百万円

Ｇ 平成３１年度 国保運営必要額 ２２億１３００万円

Ａ国保納付金

２１億８８００万円

Ｄ葬祭還付他

２５百万円

充当財源 ２１億９６００万円

現行保険税収（滞繰含）

１８億６８百万円

基盤安定繰入金

３億２１百万円

延滞金他

７百万円
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Ｂ標準税率での見込額（決算見込み）

④国保必要額と充当財源の収支

Ａ現行税率の場合 ③－②＝△１，７００万円

Ｂ標準税率の場合 ③－②＝△８，１００万円

平成３１年度の決算見込みで考えた場合、現行税率でも１，７００万円の赤字が見込ま

れ、標準税率を採用すると８，１００万円の赤字が見込まれます。

⑤現行保険税率と平成３１年度の国保運営必要額から積算した保険税率

減額分がない本来必要な国保事業費納付金により算定した保険税率は、次の表のと

おりです。算定に当たり現行税率を基本に不足分については医療分の所得割で調整す

ることで積算しました。

３．広域化後の本市の保険税率について

結論 広域化後は、現行国民健康保険税率を維持することが妥当

理由 国保事業費納付金の減額措置は一時的なものであることから、減額がない

本来の国保事業費納付金で保険税率を算定することが必要であり、現行税

率を維持することが妥当と考えます。

充当財源 ２１億３２００万円

標準保険税収（滞繰含）

１８億４百万円

基盤安定繰入金

３億２１百万円

延滞金他

７百万円

本市現行保険税率 減額無し保険税率

医療分 所得割

資産割

均等割

平等割

６．９０％

２０．００％

１９，５００円

１６，０００円

７．０７％

２０．００％

１９，５００円

１６，０００円

後期支援金分 所得割

均等割

２．９０％

９，９００円

２．９０％

９，９００円

介護納付金分 所得割

均等割

２．７０％

１２，４００円

２．７０％

１２，４００円


